	県収入証紙貼付欄



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和    年    月    日

宮城県知事　　村　井 　　嘉　浩　　殿





    事務所の所在地





    宗教法人「　　                        」





    代表役員(代務者)　　                印

電    話

宗 教 法 人 境 内 建 物 ・ 境 内 地 証 明 願

下記の建物・土地の登記に当たり登録免許税の免除を受けたいので，この物件が登録免許税法第4条第2項の別表第3の12の項の第3欄の第1号に規定する宗教法人法第3条に規定する宗教法人の境内建物・境内地であることを証明願います。

記

〔建物〕

表示物件

  物件の所在

  家屋番号

  種　　　類

構    　造

  床　面　積

  用    　途

〔土地〕

表示物件

  物件の所在
　地　　　番
  地      目

  地      積

  用      途

宗教法人境内建物・境内地証明願記載上の注意
· 証明願の様式のみ２通押印して提出すること。添付書類は各１通で可。

印鑑は，法務局（登記所）に登録してあるものを使用すること。
土地のみまたは建物のみの場合は，証明願の不要な記載を削除して作成すること。
· 必要な添付書類は以下のとおり。
土地・建物共通の添付書類
· 物件に係る登記事項証明書の原本（所有権保存登記または移転登記前のもの）
· 法人の登記事項証明書の原本（履歴事項全部証明書）
· 責任役員会議事録の写し（取得の意志決定と使用用途の決定が分かる内容のもの）

※原本証明をすること

　〔原本証明の記載例〕

　　　 上記は，原本と相違ないことを証明します。

    　 令和    年    月    日

宗教法人「                     」

代表役員                       印

· その他，取得にあたり法人の規則に沿った手続きを経ていることが分かる書類

　（例：本山の承認，総代の同意等）
· 売買による取得の場合は，売買契約書及び領収書の写し

· 寄附による取得の場合は寄附証書の写し

· 法令等の許可が必要な場合は許可証の写し（例：農地転用の許可）
· 宗教法人法第２３条の公告が必要な場合は，公告をしたことを示す書類

　（参考様式等は別紙のとおり）
· 宮城県知事所轄以外の法人にあっては，法人規則の写し（要原本証明）

· その他知事が必要と認める書類
· 手数料として３，０００円の県の収入証紙

（申請書に貼り付けず，クリップ留めにすること。）

　　 建物については，上記共通の添付書類に加え以下の書類
· 建築確認通知書及び検査済証の写し

· 新築の場合は工事請負契約書の写し

· 配置図及び平面図（間取りがわかるもの）

· 建物（外部・内部）の写真
土地については，上記共通の添付書類に加え以下の書類
· 公図
· 土地の写真（写真には境界に赤線を引くこと）
· 建物を新築する予定で取得した土地については，建物の建築確認通知書の写し
· 物件の表示は，１棟又は一筆ごとに登記事項証明書の表示どおり記載すること。

〔建物の記載例〕

○○市○○町一丁目1番

        　家屋番号          1番

       　 木造瓦葺2階建    1棟

       　 本堂兼庫裡  1階  200㎡

                   　 2階  150㎡

〔土地の記載例〕

○○市○○町一丁目1番

宅地      
· 申請書の受理後，日程調整の上，現地確認調査を行う。

立ち会い必要。現に用途のとおり使用可能の状態にあるか等確認。

公  告  証  明  書（記載例）
  宗教法人「            」の境内建物（名称：　　　　　　　　）の新築に当たり，宗教法人法第23条の規定により，下記のとおり公告しました。

記

1 公告の方法

  　令和    年    月    日から令和    年    月    日まで    日間事務所の掲示場に掲示した。

　

2 公告文

 　 別紙のとおり

    令和    年    月    日






宗教法人「                      」






代表役員                       印

  上記の事実を確認したことを証明します。

    令和    年    月    日





      住  所





      氏  名                       印

住  所





      氏  名                       印

（注）
　　１　公告の方法は法人規則の定めるところによる。なお，公告開始日及び公告終了日は公告期間に算入しないこと。
　　　　例：事務所の掲示板に１０日間掲示→実際は１２日間の掲示が必要
２　確認者は，信者その他の利害関係人とし，２名以上の連署とすること。

　　３　公告したことの状況を判断できる写真又は公告した機関紙（誌）を参考資料として添付すること。　

　　　
